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第１回みやぎ高齢者元気プラン推進委員会での御意見等について

１ 地域支え合い、精神障害者への支援、災害への備えについて

資料１

池田委員

・通いの場参加率について、国の定義だけでなく、宮城県なりの考え方が必要ではないか。
・子どものうちから支え合っていく、助け合っていくような力を付けていかなければならない。この辺もプラン
に書き込めないか。
・他人同士で助け合う力を今の高齢者と一緒に若い人や子どもたちが持てるようにしていく必要がある。官民協
働だけでなく、住民同士で考えていくようなことも必要ではないか。
・上記について、コラムのようなものを載せていただき、後の議論に繋がっていけばよい。

伊丹委員 認知症だけではなく、高齢者の中で精神障害者が増えているため、言葉として入れていただきたい。

大坪委員 避難行動要支援者の個別避難計画について、県と市町村が連携して取り組んでいただきたい。

（１）御意見等 

（２）対応方針等 

〇 地域支え合いと介護予防・生活支援については、現場の市町村等の意見を伺いながら、プランの計画期間の先を見据え検討を行います。

〇 高齢者数の増加に伴い、精神障害など複合的な課題を抱える方の数も増えていくと想定されます。障害者福祉担当課と協議し、本プラ

ンにおいてどのような形で記載できるか検討してまいります。

〇 避難行動要支援者の個別避難計画について、市町村において計画作成の取組が進むよう引き続き支援してまいります。

1「第１章 みんなで支え合う地域づくり」に反映させてまいります。



２ 認知症施策、頼れる身寄りのない高齢者について

若生委員
認知症施策に関しては、認知症本人の声を直接聞いていただく、あるいは直接話すということがとても大事だと
考える。

坂井
副委員長

頼れる身寄りのない高齢者等への新たな支援事業について、市町村の役割、責任の記載を検討いただきたい

伊丹委員
頼れる人がいない高齢者について、現在の資料の中には一言も入っていないが、今後どこかに入ってくる予定が
あるのか。

（１）御意見等 

（２）対応方針等 

〇 現在作業を行っている認知症施策推進計画の策定に当たっては、認知症当事者や家族などの様々な意見や思いを、計画に反映させます。

〇 頼れる身寄りのない高齢者等が地域で安心して生活を継続できる支援体制の整備は重要であると認識しています。関係各課と連携しなが

ら施策の検討を行い、第１０期プランの記載内容を検討してまいります。

「第２章 自分らしい生き方の実現」に反映させてまいります。
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３ 介護人材確保について（１）

木村委員
・介護職員確保については現状にプラスして重層的な支援をしていただきたい。
・看護師、ケアマネージャーの確保も今後厳しくなってくるのではないか。この部分も、数字で示して、課題、
施策を組み入れていただきたい。

（１）御意見等 

（２）対応方針等 

〇 近年力を入れてきた外国人材の受入に加え、国内の新卒人材・既卒人材の確保にもあらためて注力し、介護人材の確保を全力で支援し

てまいります。同時に、職員の皆様の定着についても、キャリアパス研修やテクノロジー導入による負担軽減等の取組により支援してま

いります。

〇 潜在介護福祉士の復職や介護助手の活用等を促進するための施策についても検討してまいります。

〇 看護師・ケアマネジャーについて県内の実態把握に努めるとともに、介護報酬見直しにかかる国への要望や研修負担の軽減など必要な

施策に取り組んでまいります。

「第３章 安心できるサービスの提供」に反映させてまいります。
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４ 介護人材確保について（２）

土井委員
・住まいの支援など、外国人材の生活の負担を減らし実質的な賃金アップに繋げる取組も必要。
・介護福祉フェスティバルのような各圏域での取組の後押しをしていただきたい。

大坪委員 人材確保について、県だけの取り組みではなく、市町村と連携して取り組んでいただきたい。

（１）御意見等 

（２）対応方針等 

〇 受け入れた外国人材に長く県内に定着していただけるよう、土木部や経済商工観光部とも連携しながら、生活面も含めた支援策を検討

してまいります。

〇 御意見をいただいた圏域単位の介護フェスティバルのような取組は、介護事業所が地域住民や学校、関係機関との関係を構築し、地域

での人の輪が生まれるという点で大変意義のある取組だと考えます。これまで県庁中心に実施してきた事業についても、第10期は県の

保健福祉事務所や市町村との連携を重視し、圏域単位での取組を増やしていけるよう取り組んでまいります。

「第３章 安心できるサービスの提供」に反映させてまいります。
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５ 介護テクノロジー、経営改善支援について

雫石委員
介護テクノロジーは、幅広くたくさんというよりは、生産性向上が図れていないところを重点的にピンポイント
で、必要に応じた配分をしてほしい。

大槻委員 今いる事業所の撤退を防ぐため、伴走型の経営改善支援を行っていただきたい。

土井委員
ICTの導入だけではなく、導入した後に本当の意味で生産性向上につながるように県として支援をしていただき
たい。

（１）御意見等 

（２）対応方針等 

〇 介護人材が不足する状況が続いている中で、介護職員の負担を軽減する介護テクノロジーの導入は重要かつ喫緊の課題であり、生産性

向上の効果に留意しながら、積極的に支援してまいります。

〇 人口減少地域においても必要な介護サービスが提供されるよう、介護保険制度における各種特例や国庫補助制度などを活用し、市町村

と密に連携しながら支援してまいります。

〇 介護テクノロジー導入後、特に介護リフトなど効果発現や定着までに時間や試行錯誤を要する機器について、県の介護事業所支援相談

センターによる伴走型の支援を優先的に行ってまいります。

「第３章 安心できるサービスの提供」に反映させてまいります。
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６ サービス提供体制確保、施設整備について

雫石委員
農村部では在宅系のサービス需要が減っている肌感覚もある。特定地域における訪問介護等の特例の導入はしっ
かり精査しながら進めていただきたい。

坂井
副委員長

今後は、国の支援も含めてどう広げて作っていくかより、地域の介護をどう維持していくかということが非常に
大きな課題。よく現場の状況を聞いていただきたい。

高橋亮一
委員

市町村との意見交換を行うとのことだが、現場に近い市町村の声を拾い上げていただきたい。

土井委員
特別養護老人ホームについて地域差が非常に大きくなっている。そういった地域差に応じて、需要と供給の把握
を今まで以上に精度高くやっていく必要がある。また、各市町村から話があれば、それに応じて許可せざるを得
ないという状況があるかと思うが、本当の必要性を見極めながら、県としてアドバイスをしていただきたい。

（１）御意見等 

（２）対応方針等 

〇 サービス提供体制確保は第１０期プランの重要課題の１つと認識しております。人口減少地域や農村部における在宅サービス需要の

変化、訪問介護等の提供体制、地域ごとの需給状況を丁寧に把握し、市町村等と意見交換しながら、地域の実情を踏まえた検討を行っ

てまいります。

〇 市町村介護保険事業計画に施設・サービス等の整備計画を計上する場合の手続き（サービス見込量等の設定等）について、広域的な

観点での調整が図られるよう市町村との課題認識の共有や意見交換を実施していきます。

「第３章 安心できるサービスの提供」に反映させてまいります。
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第１０期みやぎ高齢者元気プランの構成について

１ みやぎ高齢者元気プランの位置付け
資料２

県の高齢者福祉施策の基本的指針となる「宮城県高齢者福祉計画」（根拠法令：老人福祉法第２０条の
９）と、県内市町村の介護保険事業の運営を支援するための計画である「介護保険事業支援計画」（根拠法
令：介護保険法第１１８条）とを一体的に定めるものです。
策定に当たっては、県政運営の基本的な指針である「新・宮城の将来ビジョン」の下、「地域福祉支援計

画」や関係する各分野の個別計画との調和を図るとともに、効率的で質の高い医療提供体制と地域包括ケア
システムの構築を一体的に進めていくため、「宮城県地域医療計画」と連携し整合性を図っています。
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２ 計画期間

３ 策定方針

第10期プランは、基本的に第３期から第９期プランの方向性を継承しつつ、国の施策動向を踏ま

え、医療と介護双方のニーズを有する８５歳以上人口、認知症高齢者、１人暮らし高齢者の増加が見

込まれる一方、生産年齢人口が減少する令和２２（２０４０）年を見据えた計画として作成します。
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４ 基本理念

高齢者が地域で自分らしい生活を安心して送れる社会

～高齢者が、今まで暮らしてきた家庭や地域の中で、自立と社会参加が保障され、

みんなで支え合いながら、安心して生活できる社会を目指します～

第９期までの基本理念を継承します（第１期から不変）

（３つのポイント）

地域で
ネットワーク

安心は
システムで

自分らしさの
保障

５ 基本的目標と基本課題

介護サービス基盤の計画的な整備

介護人材の確保・養成・定着

サービスの質の確保・向上

認知症の人にやさしいまちづくり

生きがいに満ちた生活の実現

自分らしく生きるための権利擁護

自分らしい生き
方の実現

地域包括ケアシステムの深化

地域支え合いと介護予防・生活支援の推進

安全な暮らしの確保

みんなで支え合
う地域づくり

安心できるサー
ビスの提供

【基本的目標】 【基本課題】 【基本的目標】 【基本課題】
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６ 高齢者福祉圏域

白石市，角田市，蔵王町，七ヶ宿町，大河原町，村田
町，柴田町，川崎町，丸森町

１ 仙南圏域（２市７町）

仙台市，塩竈市，名取市，多賀城市，岩沼市，富谷市，
亘理町，山元町，松島町，七ヶ浜町，利府町，大和町，
大郷町，大衡村

２ 仙台圏域（６市７町１村）

大崎市，栗原市，色麻町，加美町，涌谷町，美里町

３ 大崎・栗原圏域（２市４町）

石巻市，東松島市，登米市，気仙沼市，
女川町，南三陸町

４ 石巻・登米・気仙沼圏域（４市２町）

第１０期みやぎ高齢者元気プランでは、医療計画と介護保険事業支援計画との整合性を確保する

ため、高齢者福祉圏域は第９期プランと同様、二次医療圏と同じ４圏域とします。
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令和７年度 令和８年度（予定）

認知症
地域ケア
推進会議

みやぎ高齢者
元気プラン
推進委員会

県認知症施策推進計画の策定要領（案）について

• 第１０期みやぎ高齢者元気プランと一体的に整備する（第１０期みやぎ高齢者元気プラン内に認
知症施策推進計画に関する章を設ける）

• 認知症施策推進計画部分については、認知症の人及び家族等の意見聴取を行うとともに、みやぎ
高齢者元気プラン推進委員会と並行して認知症地域ケア推進会議においても連動して審議を行う。

第９期 章体系（概要） 第１０期 章体系（案）

はじめに・総論
各論 第１章 みんなで支え合う地域づくり

第２章 自分らしい生き方の実現
第１項 認知症の人にやさしいまちづくり
第３章 安心できるサービスの提供
第４章 介護保険サービスの基盤整備
第５章 介護給付の適正化に関する方針

(第６期宮城県介護給付適正化取組方針)

第６章 推進編

はじめに・総論
各論 第１章 みんなで支え合う地域づくり

第２章 自分らしい生き方の実現
※認知症に関する内容は第６章に移行

第３章 安心できるサービスの提供
第４章 介護保険サービスの基盤整備
第５章 介護給付の適正化に関する方針

（第７期宮城県介護給付適正化取組方針）
第６章 認知症の人にやさしいまちづくり

（第１期宮城県認知症施策推進計画）
第７章 推進編

推進会議①

推進委員会①

推進会議② 推進会議① 推進会議②

9月1日 12月頃

当事者への意見聴取

推進委員会①

推進委員会②

推進委員会③

推進委員会④

当事者への意見聴取

資料３



第10期みやぎ高齢者元気プラン 【骨子（案）】

●相談体制の充実
●各種支援事業の充実
●ヤングケアラーを含めた介護家族に対する支援

３ 介護家族の支援

１ 支え合う地域社
会づくり

●地域の支え合いの再構築
●市町村へのアドバイザー派遣や伴走的支援による地域づくりの展開
●介護予防・日常生活支援総合事業と生活支援体制の整備
●宮城県地域支え合い・生活支援推進連絡会議による市町村支援

１ 地域包括ケア体
制の深化

２ 多職種連携体制
の構築・推進

●地域包括ケアシステムを含めた地域共生社会の実現に向けた取組の推進
●地域包括ケアに関する普及啓発
●地域包括支援センター機能の強化支援
●地域包括ケアシステムを支える保険者の機能強化

●市町村が取り組む在宅医療・介護連携推進事業の広域的・補完的支援の強化
●多職種マネジメント機能の強化
●地域の実情を踏まえた医療・介護・生活支援の連携を図るための取組の推進

第
１
項―

―
―
―
―
―

地
域
包
括
ケ
ア
シ
ス
テ
ム
の

深
化

【基本課題】

第１章 みんなで支え合う地域づくり

【施策展開の方向性】

●地域全体への自立支援・介護予防に関する普及啓発 ●市町村が行う介護予防事業の評価・分析
●高齢者の介護予防・フレイル対策の推進 ●介護予防の通いの場の充実
●リハビリテーション専門職等との連携の推進 ●地域ケア会議の多職種連携による取組の推進
●地域包括支援センターの強化 ●高齢者の社会参加や生きがいづくりの促進

●地域活動の担い手の育成

第
２
項

地
域
支
え
合
い
と
介
護
予
防
・

生
活
支
援
の
推
進―

―

・
生
活

支
援

３ 自立支援・介護
予防・重度化防止
の推進

２ 地域活動を支え
る人材の育成

1
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●地域ぐるみの防犯対策の推進
●高齢者を狙った悪質商法や特殊詐欺等への対策強化
●高齢者の交通安全対策の推進
●高齢ドライバーの交通安全と地域における移動手段の確保

２ 防犯・交通安全
の確保

１ 災害・
感染症への備え

●大規模化・多様化する災害への対策の強化（「新・宮城の将来ビジョン」との整合性の確保）
●避難行動要支援者等の支援体制の強化
●建築物や住宅の耐震化の促進
●災害時の介護職員の派遣協力協定を締結するなどの体制整備
●平時からの関係機関等との連携や体制整備

第
３
項

安
全
な
暮
ら
し
の
確
保

第１章 みんなで支え合う地域づくり

2

【基本課題】 【施策展開の方向性】



●成年後見制度の利用促進に向けた市町村や司法・福祉の専門職など様々な主体との連携強化による取組
の推進

●頼れる身寄りのない高齢者の増加を踏まえた取組の推進

１ 権利擁護のため
の取組

２ 高齢者虐待防止
対策の推進

●高齢者虐待の早期発見、関係機関の連携による継続的な対応
●家庭や養介護施設等における虐待防止対策の推進
●市町村の虐待対応に対する積極的な支援及び市町村との連携強化による取組の推進
●身体拘束廃止に向けた取組の推進

１ 高齢者が活躍でき
る活動の場づくり

●老人クラブと介護予防・日常生活支援総合事業との連携の促進
●健康づくり・健康保持、世代間交流の促進
●生涯スポーツ・生涯学習の振興
●高齢者が参加できる地域活動の場の充実
●教育分野などと連携した地域活動での高齢者の積極的活用
●「通いの場」づくりの推進
●デジタル化に対する高齢者への支援

第
１
項

生
き
が
い
に
満
ち
た

生
活
の
実
現

第２章 自分らしい生き方の実現

第
２
項

自
分
ら
し
く
生
き

る
た
め
の
権
利
擁
護
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【基本課題】 【施策展開の方向性】

※基本課題「認知症の人にやさしいまちづくり」は第６章「第１期宮城県認知症施策推進計画」で記載。



●定期巡回・随時対応型訪問介護看護や看護小規模多機能型居宅介護など地域密着型サービスの充実に向
けた市町村への支援

●地域に開かれた適正な運営の確保

３ 地域密着型サー
ビスの推進

４ 高齢者向けの住
まいの確保

●見守りサービスを備えた住宅供給の促進
●住宅部門と福祉部門が連携した高齢者の住まいの充実や高齢者の居住確保の推進
●有料老人ホームの適正な運営の確保
●養護老人ホームの生活環境の改善

１ 在宅生活を支援
するサービスの充
実

２ 施設サービスの
充実

●地域包括ケアの実現のための居宅サービス提供体制等の充実
●地域リハビリテーションの推進
●医療との連携促進
●在宅生活を支える医療基盤の確保

●介護ニーズの見込み等を踏まえた入所施設の計画的な整備
●ユニットケアの推進
●多床室等従来型施設整備への配慮
●既存施設で老朽化が進む施設の長寿命化対策

第
１
項

介
護
サ
ー
ビ
ス
基
盤
の
計
画
的
な
整
備

第３章 安心できるサービスの提供

５ 地域の実情に応
じたサービス提供
体制の確保

●市町村と連携し地域の実情に応じた施策の推進
●中山間・人口減少地域における取組の推進

4

【基本課題】 【施策展開の方向性】



●介護テクノロジーの導入及び導入した機器の効果的な活用のための専門家支援による職員の負担軽減支
援

●働きやすい介護事業所の認証評価（見える化）による介護人材の確保・定着支援
●職場内及び利用者・家族との人間関係・ハラスメント、雇用・処遇等を相談できる窓口の設置による介
護職員の定着（離職防止）支援

３ 職員の負担軽減
及び労働環境・
処遇の改善

４ 介護支援専門員  
の確保・資質向上

●（主任）介護支援専門員の確保
●（主任）介護支援専門員の養成及び資質向上

１ 多様な人材の参
入促進

２ 職員の資質向上

●将来を担う若年層への介護の魅力発信・イメージアップ及び体験授業・職場体験等を通じた新卒人材
の確保

●離職した有資格者の復職支援及び資格がなくても担える介護の周辺業務を担う人材（介護助手）の活
用促進による既存人材の確保

●海外採用や受入環境整備支援による外国人介護人材の確保

●介護職員の資質向上に向けたキャリア形成・スキルアップ研修の実施及び人材育成支援を必要としてい
る介護事業所に対する出前研修の実施による定着支援

●無資格者を新たに雇用する介護事業所に対する資格取得に係る支援
●県内施設で就労する外国人介護人材向け日本語学習・介護技術無料講座の開講等による資格取得など定
着に向けた支援

第
２
項

介
護
人
材
の
確
保
・
養
成
・
定
着

第３章 安心できるサービスの提供
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【基本課題】 【施策展開の方向性】



第３章 安心できるサービスの提供

●第７期宮城県介護給付適正化取組方針（介護給付適正化計画）に基づく取組の推進
●介護保険事業の適切な運営の確保
●事業者のコンプライアンス体制の確保
●適切な介護サービス情報の公表体制の整備
●適切なサービスを提供するためのケアマネジメントの質の向上
●PDCAサイクルの推進等による事業者自らのサービス向上の促進
●介護事故の防止や感染症対策の推進

第
３
項

サ
ー
ビ
ス
の
質
の

確
保
・
向
上

１ 介護サービスの
質の確保・向上
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【基本課題】 【施策展開の方向性】



第10期元気プラン 第９期元気プラン
はじめに
総論
各論
第１章 みんなで支え合う地域づくり
 第１項 地域包括ケアシステムの深化        １ 地域包括ケア体制の深化

  ２ 多職種連携体制の構築・推進
  ３ 介護家族の支援

第２項 地域支え合いと介護予防・生活      １ 支え合う地域社会づくり
  支援の推進    ２ 地域活動を支える人材の育成

  ３ 自立支援・介護予防・重度化防止の推進
第３項 安全な暮らしの確保
     １ 災害・感染症への備え

  ２ 防犯・交通安全の確保
第２章 自分らしい生き方の実現

 第１項 生きがいに満ちた生活の実現 １ 高齢者が活躍できる活動の場づくり
第２項 自分らしく生きるための権利擁護 １ 権利擁護のための取組

 ２ 高齢者虐待防止対策の推進

第３章 安心できるサービスの提供
第１項 介護サービス基盤の計画的な整備 １ 在宅生活を支援するサービスの充実

  ２ 施設サービスの充実
  ３ 地域密着型サービスの推進
  ４ 高齢者向けの住まいの確保
  ５ 地域の実情に応じたサービス提供体制の確保

第２項 介護人材の確保･養成･定着 １ 多様な人材の参入促進
  ２ 職員の資質向上

     ３ 職員の負担軽減及び労働環境・処遇の改善
     ４ 介護支援専門員の確保・資質向上

第３項 介護サービスの質の確保・向上 １ 介護サービスの質の確保・向上

第４章 介護保険サービスの基盤整備
第５章 介護給付適正化に関する取組方針（第７期介護給付適正化取組方針）
第６章 認知症の人にやさしいまちづくり（第１期宮城県認知症施策推進計画）
推進編
進行管理、計画推進における役割分担

資料編

はじめに
総論
各論
第１章 みんなで支え合う地域づくり
 第１項 地域包括ケアシステムの深化･推進 １ 地域包括ケア体制の深化

  ２ 多職種連携体制の構築・推進
  ３ 介護家族の支援

第２項 地域支え合いと介護予防・生活      １ 支え合う地域社会づくり
  支援の推進    ２ 地域支え合い・生活支援体制の推進

  ３ 自立支援・介護予防・重度化防止の推進
第３項 安全な暮らしの確保
     １ 大規模災害・感染症への備え

  ２ 地域ぐるみの防犯・防災対策
        ３ 交通安全の確保
第２章 自分らしい生き方の実現
第１項 認知症の人にやさしいまちづくり １ 認知症の人が自分らしく過ごせる社会づくり

  ２ 早期発見・早期対応の促進
  ３ 認知症に適切に対応する地域づくり
  ４ 認知症ケアを担う人づくりと正しい理解の促進
  ５ 認知症介護家族への支援

第２項 生きがいに満ちた生活の実現 １ 高齢者が活躍できる活動の場づくり
  ２ いくつになっても働ける社会づくり

第３項 自分らしく生きるための権利擁護 １ 権利擁護のための取組
 ２ 高齢者虐待防止対策の推進

第３章 安心できるサービスの提供
第１項 サービス提供基盤の整備 １ 在宅生活を支援するサービスの充実

  ２ 施設サービスの充実
  ３ 地域密着型サービスの推進
  ４ 新たな住まいの整備
  ５ バリアフリーみやぎの推進

第２項 介護を担う人材の確保･養成･定着 １ 多様な人材の参入促進
  ２ 職員の資質向上

     ３ 労働環境・処遇の改善及び職員の負担軽減支援
     ４ 介護支援専門員の資質向上

第３項 介護サービスの質の確保・向上 １ 適切な介護サービスの確保
２ サービスの質の向上

第４章 介護保険サービスの基盤整備
第５章 介護給付適正化に関する取組方針（第６期介護給付適正化取組方針）
推進編
進行管理、計画推進における役割分担

資料編

※参 考【みやぎ高齢者元気プランにおける掲載イメージ】
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第１０期みやぎ高齢者元気プランにおける目標値の設定について

１ 概要

資料５

○ 第７期プランまでは、計画の基本的目標の実現に向けて、介護保険サービスの基盤整備に係る見込量等を
基に、関係する政策ごとに定性的な目標等を定めていましたが、第８期プラン以降は、計画の基本的目標ご
とに定量的な目標指標を設定しています。

○ 第１０期プランにおいても、引き続き定量的な目標指標を設定してまいります。

第１章 みんなで支え合う地域づくり

No 指標
第９期初期値
【調査時点】

第９期目標値
【R８年度末】

現況値
【調査時点】

1
生活支援コーディネーター養成
研修修了者数

1,029人
【R4】

1,200人
1,159人
【R7.11】

2
介護支援専門員に対する多職種
連携に向けた支援回数

280回
【R4】

400回
418回
【R7】

２ 基本的目標に対する目標指標（第９期）

1



第２章 自分らしい生き方の実現

No 指標
第９期初期値
【調査時点】

第９期目標値
【R８年度末】

現況値
【調査時点】

1
介護予防に資する住民主体の
通いの場参加率
【第９期から変更】

8.2%
【R3】

11.2%
7.9％
【R5】

2
成年後見制度利用促進に係る
市町村計画の策定

23市町村
【R5.10】

全35市町村
30市町村
【R8.6】

3
成年後見制度利用促進に係る
中核機関の設置

8市町村
【R5.10】

全35市町村
25市町村
【R8.6】

4
チームオレンジ立ち上げ市町
村数

４市町村
【R5.3】

全35市町村
26市町村
【R8.4】

２ 基本的目標に対する現在の目標指標（第９期）
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第２章 自分らしい生き方の実現

No 指標
第９期初期値
【調査時点】

第９期目標値
【R８年度末】

現況値
【調査時点】

5

認知症サポーターステップ
アップ講座を開催している市
町村数
【第９期から追加】

15市町村
【R5.3】

全35市町村
23市町村
【R7.3】

6

人口の10%以上が認知症サ
ポーター養成講座を受講して
いる市町村数
【第９期から追加】

19市町村
【R5.6】

全35市町村
25市町村
【R8.3】

２ 基本的目標に対する現在の目標指標（第９期）
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第３章 安心できるサービスの提供

No 指標
第９期初期値
【調査時点】

第９期目標値
【R８年度末】

現況値
【調査時点】

１
小規模多機能型居宅介護事業
所数

79事業所
【R5.10】

88事業所
80事業所
【R8.6】

2
定期巡回・随時対応型訪問介
護看護事業所数

20事業所
【R5.10】

24事業所
19事業所
【R8.6】

３ 介護職員の人数
34,027人
【R4.10】

37,488人
33,921人
【R7.10】

４
特別養護老人ホーム入所定員
数

12,810人
【R5.10】

13,331人
13,195人
【R8.6】

5
認知症高齢者グループホーム
入所定員数
【第９期から追加】

4,889人
【R5.10】

5,299人
5,117人
【R8.6】

２ 基本的目標に対する現在の目標指標（第９期）
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第３章 安心できるサービスの提供

No 指標
第９期初期値
【調査時点】

第９期目標値
【R８年度末】

現況値
【調査時点】

6
介護ロボット・ICT機器の導入
事業所数
【第９期から追加】

251事業所
【R4】

740事業所
583事業所
【R7】

7
キャリアパス研修の受講者数
【第９期から追加】

6,448人
【R4】

9,650人
8,849人
【R7】

8
介護保険事業の指定事務に係
る研修受講市町村数
【第９期から追加】

23市町村
【R5】

34市町村
27市町村
【R７】

２ 基本的目標に対する現在の目標指標（第９期）
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３ 第１０期の目標指標（案）

6

基本的目標 目標指標（案）

第１章 みんなで支え合う地域づくり
・健康寿命の延伸
・インセンティブ交付金県内市町村平均得点率
・在宅等での看取り数

第２章 自分らしい生き方の実現 ・地域権利擁護相談支援センターの設置市町村数

第３章 安心できるサービスの提供

・特別養護老人ホーム入所定員数
・小規模多機能型居宅介護事業所数
・定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所数
・認知症高齢者グループホーム入所定員数
・介護職員の人数
・介護テクノロジー導入事業所数
（見守り機器、介護ソフト、インカム）

第１０期の目標指標（案）は下記のとおりです。目標値は今後検討してまいります。
なお、基本課題「認知症の人にやさしいまちづくり」の目標指標は第１期宮城県認知症施策推
進計画の中で設定してまいります。



第7期宮城県介護給付適正化取組方針について

【目的】

・ 適正な介護給付の実現

・ 介護保険制度の持続可能性の確保

・ 利用者本位のサービス提供

【背景】

・ 国の基本指針に基づく取組

・ 県・市町村の連携による適正化推進

・ 第7期計画（令和9～11年度）の策定

【取組期間】

・ 令和9年度～令和11年度（3年間）

【対象】

・ 宮城県

・ 県内市町村

・ 介護保険給付全般

資料６

1



これまでの取組実績

要介護認定の適正化 ケアプラン ・ 住宅改修等
の点検

縦覧点検 ・ 医療情報との
突合

第6期宮城県介護給付適正化取組実績

2



第７期の方向性

・ 国の基本方針に大きな見直しなし

・ 第６期の重点取り組みを継続

要介護認定の適正化 ケアプラン ・ 住宅改修
等の点検

縦覧点検 ・ 医療情報
との突合

3



事前の御意見・御質問に対する回答

No 質問者 資料名 頁 該当部分の記述 御意見・御質問 回答

1
伊丹さち子

委員
資料１ 1

高齢者数の増加に伴い、精神障害など複合

的な課題を抱える方の数も増えていくと想定

されます。障害者福祉担当課と協議し、本

プランにおいてどのような形で記載できる

か検討してまいります。

本プランにおいてどのような形で記載で

きるか検討とありますが、どのように記

載されたのかご教示ください。

具体的な記載内容は第３回みやぎ高齢者元気プラン推進委員会に

おいて、中間案としてお示しいたします。

2 大坪俊男委員 資料４ 6
●適切な介護サービス情報の公表体制の整

備

この制度は、利用者が介護サービス内容

や運営状況をインターネット等で閲覧で

き、事業所を比較検討し、適切に選ぶた

めの情報を提供する仕組みである。又介

護サービスの質の向上の改善へ繋げる目

的がある。よって、課題等を十分に検証

の上、成果が出るよう整備して頂きた

い。

関係団体・事業所・利用者などに幅広く御意見を伺い、課題の整

理を行った上で、第10期計画期間において課題の解消に取り組ん

でまいります。

資料７



厚生労働省 老健局

基本指針の構成について

資料２－１
社会保障審議会

介護保険部会（第135回）
令和８年６月29日
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第10期介護保険事業（支援）計画の基本指針（大臣告示）のポイント（案）

○ 2040年にかけて地域のサービス需要が変化していく中で、第10期介護保険事業（支援）計画から、都道府県が積極的に関与しな
がら、2040年等の中長期の介護サービス見込量を見据えて策定していくことが更に重要となる。

○ その際、「中山間・人口減少地域対応」「医療・介護連携」「高齢者向け住まい」「人材確保、生産性向上・経営改善支援」等に
ついて、第９期までの取組を前提に、第10期計画における位置付けを明確化した上で、必要な取組を進めることが必要。

○介護サービス基盤の計画的な整備
① 介護保険事業（支援）計画の策定

・ 中長期的な地域の人口動態や介護ニーズの見込み等を適切に捉えて、都道府県と市町村が2040年度を見据えた中長期
的な推計を実施し、共通の課題認識を持った上で、地域の関係者を含めてサービス提供体制の在り方を検討。

・ 計画策定における都道府県の関与や医療・介護連携の強化等のため、計画の策定過程における議論のプロセスを整理。
・ 計画策定に当たって都道府県・市町村や関係者が確認すべき指標や状況の提示等により、地域の現状把握・分析や計画

策定を支援。
② 地域の実情に応じたサービス提供体制の構築

・ 地域の類型（中山間・人口減少地域、大都市部、一般市等）を念頭に置いた計画策定。中山間・人口減少地域において
は、関係者の意見を聞きながら、必要な対応（人材確保や生産性向上等の施策、新たな類型を含む特例介護サービスの活
用等）について議論。

・ 医療との連携状況や有料老人ホーム等の高齢者向け住まいの入居の状況等を踏まえたサービス提供体制の構築。
○地域包括ケアシステムの深化

① 総合事業の多様なサービス・活動の充実に向け、多様な主体とのつながりづくり等の更なる支援や質の向上を図るための
分析・評価等を推進。

② 頼れる身寄りがいない高齢者等の生活ニーズを地域課題として解決するため、関係者を含めて地域全体で対応を協議し、
切れ目のない支援が提供される地域づくりを推進。

③ 認知症基本法及び認知症施策推進基本計画を踏まえた取組の推進。
○介護人材確保と職場環境改善に向けた生産性向上、経営改善支援等

① 都道府県が主体となって介護人材確保に関するプラットフォームを構築するとともに、生産性向上等の取組の促進を図る
ための協議会を設置し、地域の関係者が協働して課題解決に向けた実践的な取組を推進。

② テクノロジーの更なる活用等による生産性向上や、協働化・大規模化の推進等による経営基盤の強化等を推進。

見直しのポイント（案）
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第10期計画において記載を充実する事項（案）

○ 介護サービス基盤の計画的な整備
①介護保険事業（支援）計画の策定

・ 2040年度を見据えた中長期的な推計の実施。都道府県と市町村が共通の課題認識を持った上で、地域における2040年に向けたサービス
提供の在り方について、広域的に議論する体制の構築

・ 計画策定における都道府県の関与や医療・介護連携の強化等のため、計画策定過程における議論のプロセスや都道府県・市町村の医療・
介護担当者等の関係者で議論すべき内容の明確化

・ 計画策定に当たって都道府県・市町村や関係者が確認すべき指標や状況等の提示
・ 介護保険事業（支援）計画におけるロジックモデルの活用やPDCAサイクルに沿った計画策定の推進

②地域の実情に応じたサービス提供体制の構築
・ 「時間軸」及び「地域軸」の両視点から、地域の類型（中山間・人口減少地域、大都市部、一般市等）を念頭に置いた計画策定の重要性
・ 中山間・人口減少地域におけるサービス提供体制の確保のために必要な対応（人材確保や生産性向上等の施策、新たな類型を含む特例介

護サービスの活用等）の推進
・ 介護サービスの基盤整備にあたり、医療との連携状況や有料老人ホーム等の高齢者向け住まいの入居定員総数や要介護者等の状況の勘案
・ 中山間・人口減少地域等において真にやむを得ない場合における高齢者事業の廃止・転用等

○ 地域包括ケアシステムの深化
・ 改正住宅セーフティネット法を踏まえた、住宅部局と福祉部局の連携の重要性
・ 総合事業の多様なサービス・活動の充実に加え、総合事業に該当しない多様な活動や事業を含めた取組の重要性
・ 介護予防と地域の支え合いを一体的に実施する拠点の整備・運営
・ 頼れる身寄りがいない高齢者等への地域包括支援センター等による相談対応の明確化、切れ目のない支援が提供される地域づくりの推進
・ 認知症基本法の成立及び認知症施策推進基本計画を踏まえた取組の推進
・ 高齢者向け住まいにおける虐待防止や、養護者に該当しない同居者等からの虐待防止の推進
・ 災害や感染症に対する備えとして、地域包括支援センターの業務継続に向けた計画等を策定し、平時からの地域における関係構築や訓練

の実施等の重要性

○ 介護人材確保と職場環境改善に向けた生産性向上、経営改善支援等
・ 介護人材確保、生産性向上、経営改善支援策等に関する取組の充実（多様な人材の確保・育成、離職防止・定着促進、介護職の魅力向上、

外国人材の受入環境整備、介護テクノロジーの導入促進、協働化等の推進等）

2

○ 第10期の基本指針においては、介護保険部会「介護保険制度の見直しに関する意見」等を踏まえ、主に以下の事項につい
て記載を充実してはどうか。
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基本指針の全体構成について（基本的考え方）

第一 サービス提供体制の確保及び事業実施に関する基本的事項
一 地域包括ケアシステムの基本的理念
二 中長期的な目標
三 医療計画との整合性の確保
四 地域包括ケアシステムの構築を進める地域づくりと地域ケア会議・生活支援体制整備の推進
五 地域包括ケアシステムを支える人材の確保及び介護現場の生産性の向上の推進等
六 介護に取り組む家族等への支援の充実
七 認知症施策の推進
八 高齢者虐待防止対策の推進
九 介護現場の安全性の確保及びリスクマネジメントの推進
十 介護サービス情報の公表
十一 介護サービス事業者経営情報の調査及び分析等
十二 効果的・効率的な介護給付の推進
十三 都道府県による市町村支援並びに都道府県・市町村間及び市町村相互間の連携
十四 介護保険制度の立案及び運用に関するPDCAｻｲｸﾙの推進
十五 保険者機能強化推進交付金等の活用
十六 災害・感染症対策に係る体制整備
第二 市町村介護保険事業計画の作成に関する事項

一 市町村介護保険事業計画の作成に関する事項
二 市町村介護保険事業計画の基本的記載事項
三 市町村介護保険事業計画の任意記載事項

第三 都道府県介護保険事業支援計画の作成に関する事項

一 都道府県介護保険事業支援計画の作成に関する事項
二 都道府県介護保険事業支援計画の基本的記載事項
三 都道府県介護保険事業支援計画の任意記載事項

現行の構成

第一 サービス提供体制の確保及び事業実施に関する基本的事項

第二 市町村介護保険事業計画の作成に関する事項

第三 都道府県介護保険事業支援計画の作成に関する事項

見直し後の構成の考え方

基本理念・地域包括ケアの推進、
共通して取り組むべき事項に関すること

前文前文

計画作成等に係る手続に関すること

基本的記載事項（必須記載事項）に関すること

任意記載事項に関すること ※趣旨は第一に記載し、専ら市町村が行うことを記載

計画作成等に係る手続に関すること

基本的記載事項（必須記載事項）に関すること

任意記載事項に関すること ※趣旨は第一に記載し、専ら都道府県が行うことを記載

計画作成の基本的考え方、作成手順、
計画の進捗管理に関すること

別表 参酌標準別表２ 参酌標準

別表１ 地域分析指標

第四 指針の見直し 第四 指針の見直し

左記の考え方
に沿って

構成を整理

3

資料１－１
社会保障審議会介護保険部会（第134回）

令和８年３月９日
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基本指針の構成について①（第一 基本的事項）

現行改正案

一 地域包括ケアシステムの基本的理念と地域共生社会の実現
１ 自立支援、介護予防・重度化防止の推進
２ 介護給付等対象サービスの充実・強化
３ 在宅医療の充実及び在宅医療・介護連携を図るための体制の整備
４ 日常生活を支援する体制の整備
５ 高齢者の住まいの安定的な確保

二 中長期的な目標
三 医療計画との整合性の確保
四 地域包括ケアシステムの構築を進める地域づくりと地域ケア会議・生活支援体制整備

の推進
五 地域包括ケアシステムを支える人材の確保及び介護現場の生産性の向上の推進等
六 介護に取り組む家族等への支援の充実
七 認知症施策の推進
八 高齢者虐待防止対策の推進
九 介護現場の安全性の確保及びリスクマネジメントの推進
十 介護サービス情報の公表
十一 介護サービス事業者経営情報の調査及び分析等
十二 効果的・効率的な介護給付の推進
十三 都道府県による市町村支援並びに都道府県・市町村間及び市町村相互間の連携
十四 介護保険制度の立案及び運用に関するPDCAサイクルの推進
十五 保険者機能強化推進交付金等の活用
十六 災害・感染症対策に係る体制整備

一 2040年に向けた地域包括ケアシステムの深化と地域共生社会の実現
１ 自立支援、介護予防・重度化防止の推進
２ 地域の実情に応じた介護給付等対象サービスの充実・強化
３ 在宅医療の充実及び在宅医療・介護連携を図るための体制の整備
４ 日常生活を支援する体制の整備
５ 地域包括ケアシステムの構築を進める地域づくりと地域ケア会議・生活支援体制整

備の推進
６ 介護に取り組む家族等への支援の充実
７ 認知症施策の推進
８ 高齢者の住まいの安定的な確保
９ 地域包括ケアシステムを支える人材の確保及び介護現場の生産性の向上の推進、経

営改善支援等
10 その他介護保険事業の円滑な実施を確保するために必要な事項
（一）高齢者虐待防止対策の推進
（二）介護現場の安全性の確保及びリスクマネジメントの推進
（三）介護サービス情報の公表
（四）介護サービス事業者経営情報の調査及び分析等
（五）災害・感染症対策に係る体制整備

二 介護保険事業（支援）計画の作成に関する事項
１ 都道府県による市町村支援並びに都道府県・市町村間及び市町村相互間の連携
２ 地域医療構想等との整合性の確保
３ 効果的・効率的な介護給付の推進
４ 介護保険制度の立案及び運用に関するPDCAサイクルの推進
５ 保険者機能強化推進交付金等の活用

統合

4
※第134回社会保障審議会介護保険部会（前回）資料からの変更箇所は青字
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基本指針の構成について②（第二 市町村介護保険事業計画）
現行改正案

一 市町村介護保険事業計画の作成に関する基本的事項
１ 基本理念､達成しようとする目的及び地域の実情に応じた特色の明確化､施策の達成

状況の評価等
２ 要介護者等地域の実態の把握等
３ 市町村介護保険事業計画の作成のための体制の整備

４ 中長期的な推計及び第９期の目標
５ 目標の達成状況の点検、調査及び評価等並びに公表
６ 日常生活圏域の設定
７ 他の計画との関係
８ その他

二 市町村介護保険事業計画の基本的記載事項
１ 日常生活圏域
２ 各年度における介護給付等対象サービスの種類ごとの量の見込み
３ 各年度における地域支援事業の量の見込み

４ 被保険者の地域における自立した日常生活の支援、要介護状態等となることの予防又
は要介護状態等の軽減若しくは悪化の防止及び介護給付の適正化への取組及び目標設定

三 市町村介護保険事業計画の任意記載事項
１ 地域包括ケアシステムの深化・推進のため重点的に取り組むことが必要な事項
２ 各年度における介護給付等対象サービスの種類ごとの見込量の確保のための方策
３ 各年度における地域支援事業に要する費用の額及びその見込量の確保のための方策
４ 地域包括ケアシステムを支える人材の確保及び介護現場の生産性の向上の推進等

５ 介護給付等対象サービス及び地域支援事業の円滑な提供を図るための事業等に関す
る事項

６ 認知症施策の推進
７ 特定施設入居者生活介護の指定を受けていない有料老人ホーム及びサービス付き高

齢者向け住宅の入居定員総数
８ 地域包括支援センター及び生活支援・介護予防サービスの情報公表に関する事項
９ 市町村独自事業に関する事項
10 災害に対する備えの検討
11 感染症に対する備えの検討

一 市町村介護保険事業計画の作成に関する基本的事項
１ 基本理念､達成しようとする目的及び地域の実情に応じた特色の明確化､施策の達成

状況の評価等
２ 要介護者等地域の実態の把握等
３ 市町村介護保険事業計画の作成のための体制の整備
４ 都道府県との連携
５ 第10期の目標
６ 目標の達成状況の点検、調査及び評価等並びに公表

７ 他の計画との関係
８ その他

二 市町村介護保険事業計画の基本的記載事項
１ 日常生活圏域
２ 各年度における介護給付等対象サービスの種類ごとの量の見込み及び2040年度を含

む中長期的な推計
３ 各年度における地域支援事業の量の見込み及び2040年度を含む中長期的な推計
４ 2040年を見据えた中長期的なサービス提供体制の確保に関して取り組むべき事項
５ 被保険者の地域における自立した日常生活の支援、要介護状態等となることの予防又

は要介護状態等の軽減若しくは悪化の防止及び介護給付の適正化への取組及び目標設定

三 市町村介護保険事業計画の任意記載事項
１ 地域包括ケアシステムの深化・推進のため重点的に取り組むことが必要な事項
２ 各年度における介護給付等対象サービスの種類ごとの見込量の確保のための方策
３ 各年度における地域支援事業に要する費用の額及びその見込量の確保のための方策
４ 地域包括ケアシステムを支える人材の確保及び介護現場の生産性の向上の推進、経

営改善支援等
５ 介護給付等対象サービス及び地域支援事業の円滑な提供を図るための事業等に関す

る事項
６ 認知症施策の推進
７ 特定施設入居者生活介護の指定を受けていない有料老人ホーム及びサービス付き高

齢者向け住宅の入居定員総数及び要介護者等の入居状況
８ 地域包括支援センター及び生活支援・介護予防サービスの情報公表に関する事項
９ 市町村独自事業に関する事項
10 災害に対する備えの検討
11 感染症に対する備えの検討

統合

独立

5※第134回社会保障審議会介護保険部会（前回）資料からの変更箇所は青字
40



現行改正案

一 都道府県介護保険事業支援計画の作成に関する基本的事項
１ 基本理念、達成しようとする目的及び地域の実情に応じた特色の明確化、施策の達

成状況の評価等
２ 要介護者等の実態の把握等
３ 都道府県介護保険事業支援計画の作成のための体制の整備
４ 市町村への支援
５ 中長期的な推計及び第９期の目標
６ 目標の達成状況の点検、調査及び評価等並びに公表
７ 老人福祉圏域の設定
８ 他の計画との関係
９ その他

二 都道府県介護保険事業支援計画の基本的記載事項
１ 老人福祉圏域
２ 各年度における介護給付等対象サービスの種類ごとの量の見込み

３ 市町村が行う被保険者の地域における自立した日常生活の支援、要介護状態等とな
ることの予防又は要介護状態等の軽減若しくは悪化の防止及び介護給付の適正化への
取組への支援に関する取組及び目標設定

４ 老人福祉圏域を単位とする広域的調整
５ 市町村介護保険事業計画との整合性の確保

三 都道府県介護保険事業支援計画の任意記載事項
１ 地域包括ケアシステムの深化・推進のための支援に関する事項
２ 介護給付等対象サービスを提供するための施設における生活環境の改善を図るため

の事業に関する事項
３ 地域包括ケアシステムを支える人材の確保及び介護現場の生産性の向上の推進等
４ 介護給付等対象ｻｰﾋﾞｽ及び地域支援事業の円滑な提供を図るための事業に関する事項
５ 認知症施策の推進
６ 特定施設入居者生活介護の指定を受けていない有料老人ホーム及びサービス付き高

齢者向け住宅の入居定員総数
７ 介護サービス情報の公表に関する事項
８ 介護サービス事業者経営情報の調査及び分析等
９ 災害に対する備えの検討
10 感染症に対する備えの検討

一 都道府県介護保険事業支援計画の作成に関する基本的事項
１ 基本理念、達成しようとする目的及び地域の実情に応じた特色の明確化、施策の達

成状況の評価等
２ 要介護者等の実態の把握等
３ 都道府県介護保険事業支援計画の作成のための体制の整備
４ 市町村への支援等
５ 第10期の目標
６ 目標の達成状況の点検、調査及び評価等並びに公表

７ 市町村介護保険事業計画及び他の計画との関係
８ その他

二 都道府県介護保険事業支援計画の基本的記載事項
１ 老人福祉圏域
２ 各年度における介護給付等対象サービスの種類ごとの量の見込み及び2040年度を含

む中長期的な推計
３ 2040年を見据えた中長期的なサービス提供体制の確保に関して取り組むべき事項
４ 市町村が行う被保険者の地域における自立した日常生活の支援、要介護状態等とな

ることの予防又は要介護状態等の軽減若しくは悪化の防止及び介護給付の適正化への
取組への支援に関する取組及び目標設定

５ 地域包括ケアシステムを支える人材の確保及び介護現場の生産性の向上の推進、経
営改善支援等及び目標設定

三 都道府県介護保険事業支援計画の任意記載事項
１ 地域包括ケアシステムの深化・推進のための支援に関する事項
２ 介護給付等対象サービスを提供するための施設における生活環境の改善を図るため

の事業に関する事項

３ 介護給付等対象ｻｰﾋﾞｽ及び地域支援事業の円滑な提供を図るための事業に関する事項
４ 認知症施策の推進
５ 特定施設入居者生活介護の指定を受けていない有料老人ホーム及びサービス付き高

齢者向け住宅の入居定員総数及び要介護者等の入居状況
６ 介護サービス情報の公表に関する事項
７ 介護サービス事業者経営情報の調査及び分析等
８ 災害に対する備えの検討
９ 感染症に対する備えの検討

基本指針の構成について③（第三 都道府県介護保険事業支援計画）

統合

統合

統合

6※第134回社会保障審議会介護保険部会（前回）資料からの変更箇所は青字
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基本指針の記載事項について（第一 基本的事項①）

見直しの方針案項目（前文、第一 基本的事項）

・過年度の経緯に関する記載は削除。(P2)
・2040年に向けて人口減少やサービス需要の変化に地域差が生じることなど、第10期計画の策定に

向けた背景や現状について記載。(P2)
・人材確保、生産性向上による職場環境改善、経営改善に向けた支援について、都道府県や市町村、

地域の関係者が対策を議論し、講じていくことについて記載。(P3)
・介護現場における生産性向上の基本的な考え方について記載。(P3)

前文

・国が介護人材確保や生産性向上、経営改善支援、科学的介護の推進を推進していく役割があること
について記載。(P3)

・2040年に向けた地域包括ケアシステムの深化と地域共生社会の実現に関する方向性について記載。
(P3)

一 2040年に向けた地域包括ケアシステムの深化と地域共生社会の実現

・介護予防と地域の支え合いを一体的に実施する拠点の整備・運営の重要性について記載。(P6)１ 自立支援、介護予防・重度化防止の推進

・地域の類型（中山間・人口減少地域、大都市部、一般市等）の考え方や、地域の類型を踏まえた
サービス提供体制・支援体制の構築について記載。(P6)

２ 地域の実情に応じた介護給付等対象サービスの充実・強化

・入院のみならず、外来・在宅、介護との連携等も対象となった新たな地域医療構想等との接続の観
点から、地域における様々な場面や主体間での医療・介護連携の重要性について記載。(P8)

３ 在宅医療の充実及び在宅医療・介護連携を図るための体制の整備

・第10期期間中においても引き続き総合事業の充実に向けて取組を進めることの重要性について記載。
(P9)

・総合事業にかかる継続利用要介護者が利用可能なサービスについて記載。(P9)

４ 日常生活を支援する体制の整備

・地域包括支援センターと居宅介護支援事業所の連携や役割分担等について記載。(P9)
・頼れる身寄りがいない高齢者等への支援について、地域ケア会議等を活用しながら地域全体で対応

を協議し、切れ目のない支援が提供される地域づくりを推進することの重要性について記載｡(P10)

５ 地域包括ケアシステムの構築を進める地域づくりと地域ケア会議・生
活支援体制整備の推進

・家族介護者への相談支援について、家族介護者支援に係る実態・ニーズを踏まえ、複雑化・複合化
した課題を抱える高齢者とその家族への支援や、家族介護者の働き方の希望等に配慮した支援の重
要性について記載。(P10)

６ 介護に取り組む家族等への支援の充実

・認知症基本法の成立及び認知症施策推進基本計画の策定に伴う記載内容の見直し。(P11)７ 認知症施策の推進

・有料老人ホームに係るサービスの質や事業運営の透明性の確保について記載。(P14)
・改正住宅セーフティネット法を踏まえた住宅部局と福祉部局との連携の重要性について記載｡(P14)

８ 高齢者の住まいの安定的な確保

（見直し後の構成に基づき整理）

7

構成等の見直し案（第134回部会から追加した主な内容は赤字で記載）
※「見直しの方針案」のページ番号は資料２－２「基本指針（案）について（新旧案）」のページに対応。
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基本指針の記載事項について（第一 基本的事項②）

見直しの方針案項目（前文、第一 基本的事項）

・介護人材確保、生産性向上等による職場環境改善、経営改善支援等について、プラットフォームや協
議会の構築・活用を中心に取組の全体像について記載。(P15)

９ 地域包括ケアシステムを支える人材の確保及び介護現場の生産性の向
上の推進、経営改善支援等

10 その他介護保険事業の円滑な実施を確保するために必要な事項

・高齢者向け住まい等における虐待防止や、養護者に該当しない同居者等からの虐待防止の推進につい
て記載。(P17)

（一）高齢者虐待防止対策の推進

・国・都道府県・市町村に求められる役割を整理し、介護現場に対する指導や支援等を行うことの重要
性について記載。(P18)

（二）介護現場の安全性の確保及びリスクマネジメントの推進

―（三）介護サービス情報の公表

・国が整備している介護サービス事業者経営情報に関するデータベースについて記載。(P19)（四）介護サービス事業者経営情報の調査及び分析等

・災害発生時に様々な応急対策活動の拠点として機能することが見込まれる介護施設等について、平時
から状況把握に努めるとともに、緊密に連携することの重要性について記載。(P19)

・介護施設等における防災・減災対策を推進するための計画的かつ着実な施設及び設備等の必要な整備
を支援することについて記載。(P19)

・市町村による支援・連携のもと地域包括支援センターとしての業務継続に向けた計画等を策定し、平
時からの業務整理、地域における関係構築、訓練の実施等に活かすことについて記載。(P20)

（五）災害・感染症対策に係る体制整備

二 介護保険事業（支援）計画の作成に関する事項

・2040年に向けた中長期的な推計にあたり、共通の課題認識をもって議論を行うことや市町村を越え
た広域的な議論をする体制の構築などの取組を進めることについて記載。(P21)

１ 都道府県による市町村支援並びに都道府県・市町村間及び市町村相互
間の連携

・医療・介護連携を推進するため、総合確保方針に基づく医療と介護の協議の場について、介護保険事
業（支援）計画の検討の初期段階で開催する等の必要な取組を行うことの重要性について記載。
(P23)

・本指針が今後策定される医療情報化推進方針に則して定めるとされていることを踏まえた対応につい
て記載。(P23)

２ 地域医療構想等との整合性の確保

・介護給付の地域差について、サービス種類別、要介護度別、サービスの提供場所等の観点から総合的
に分析し、その要因を明らかにするよう努めることについて記載。(P30)

３ 効果的・効率的な介護給付の推進

・PDCAサイクルに沿った計画策定の基本的な考え方やロジックモデルの活用について記載。(P31)４ 介護保険制度の立案及び運用に関するPDCAサイクルの推進

・自治体による介護予防の取組の充実や、中山間・人口減少対応等の新たな役割が発揮できるよう保険
者機能の更なる強化につなげていくこと、地域の実情に応じて高齢者の自立支援・重度化防止に向け
た成果目標等を設定した取組を推進していくことの重要性について記載。（P32）

５ 保険者機能強化推進交付金等の活用

（見直し後の構成に基づき整理）
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基本指針の記載事項について（第二 市町村計画、第三 都道府県計画①）

見直しの方針案項目②（第三 都道府県計画）項目①（第二 市町村計画）

一 都道府県介護保険事業支援計画の作成に関す
る基本的事項

一 市町村介護保険事業計画の作成に関する基本
的事項

◎計画策定にあたっては、｢時間軸｣、｢地域軸｣の両視点を念頭に置き、
地域住民等の関係者を交えて議論することについて記載。(P33､80)

◎計画策定の前提となる地域の現状等を把握・分析する際に、別表１に
掲げる指標を参考とすることについて記載。(P34､80)

１ 基本理念、達成しようとする目的及び地域
の実情に応じた特色の明確化、施策の達成状
況の評価等

１ 基本理念、達成しようとする目的及び地域
の実情に応じた特色の明確化、施策の達成状
況の評価等

◎都道府県と市町村が共有の課題認識を持ってサービス提供のあり方を
議論することについて記載。(P34､81)

◎地域密着型サービスの整備促進について記載。(P35､81)
○分析対象として介護サービスの提供状況の地域差を示す指標を追加｡

(P35)
○計画策定の前提となる地域の現状等を把握・分析する際に、別表１に

掲げる指標を参考とすることについて記載。 (P35)

２ 要介護者等の実態の把握等２ 要介護者等地域の実態の把握等

◎介護保険事業（支援）計画作成委員会の構成員の例示として、住宅関
係者を追加。(P38､82)

●複数の市町村が市町村介護保険事業計画の共同作成に取り組む場合に、
都道府県が支援を行うことの必要性について記載｡(P82)

３ 都道府県介護保険事業支援計画の作成のた
めの体制の整備

３ 市町村介護保険事業計画の作成のための体
制の整備

◎都道府県と市町村との連携等が重要な事項の具体例（※）について記
載。(P38､84)
※都道府県と市町村の連携等が重要な事項（例）
・中山間・人口減少地域において人材確保やＩＣＴ機器の活用等の
生産性向上に係る支援を行うことや、それでもなおやむを得ない場
合に新たな特例介護サービスや対象地域の検討。

・ 介護サービスの見込み量を適切に定めるために有料老人ホームや
サービス付き高齢者向け住宅の入居定員総数や入居者の状況等の把
握に関する連携。

・有料老人ホーム内等で提供される居宅サービスに対するケアプラ
ン点検や指導監督の趣旨や観点（本人の自立支援や重度化防止等に
資すること等）。

●老人福祉圏域ごとの広域的調整を進めるため、意見交換の場を設ける
等により、都道府県と市町村が緊密な連携を図ることの重要性につい
て記載。(P84)

４ 市町村への支援等４ 都道府県との連携

◎中長期的な推計（県は県全域及び老人福祉圏域別に作成）を踏まえて
第10期の保険料や具体的な施策を定めることについて記載。(P40､
86)

５ 第10期の目標５ 第10期の目標

（見直し後の構成に基づき整理） （脚注）◎：都道府県計画・市町村計画共通、○：市町村計画、●：都道府県計画
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基本指針の記載事項について（第二 市町村計画、第三 都道府県計画②）

見直しの方針案項目②（第三 都道府県計画）項目①（第二 市町村計画）

●点検ツールを活用した市町村が施策・事業の振り返りを行うための支
援等について記載。(P87)

６ 目標の達成状況の点検、調査及び評価等並
びに公表

６ 目標の達成状況の点検、調査及び評価等並
びに公表

７ 市町村介護保険事業計画及び他の計画との
関係

７ 他の計画との関係

●基本的記載事項から移行。(P88)（一）市町村介護保険事業計画との整合性の確
保

―（二）都道府県老人福祉計画との一体性（一）市町村老人福祉計画との一体性

―（三）都道府県計画との整合性（二）市町村計画との整合性

●介護保険事業（支援）計画の作成過程における都道府県や市町村の医
療・介護担当者等の関係者で議論すべき内容や時期等に関する基本的
な考え方について記載。(P89)

（四）地域医療構想及び医療計画との整合性

○重層的支援体制整備事業に加えて、小規模市町村における新たな事業
について記載。(P43)

（五）都道府県地域福祉支援計画との調和（三）市町村地域福祉計画等との調和

―（六）都道府県高齢者居住安定確保計画との調
和

（四）市町村高齢者居住安定確保計画との調和

◎認知症基本法の成立及び認知症施策推進基本計画の策定に伴う記載内
容の見直し。(P45､92)

（七）認知症施策推進基本計画を踏まえた取組（五）認知症施策推進基本計画を踏まえた取組

◎調和を保つものとする計画を列挙する形で整理。(P47､93)（八）その他法律の規定による計画等との調和（六）その他法律の規定による計画等との調和

―８ その他８ その他

二 都道府県介護保険事業支援計画の基本的記載
事項

二 市町村介護保険事業計画の基本的記載事項

◎圏域設定の考え方等に関する項目を統合・整理。(P47､94)１ 老人福祉圏域１ 日常生活圏域

◎2040年度を含む中長期的な推計を行うこと、各年度や中長期的な推計
にあたっては、高齢者向け住まいの整備状況や医療との連携の状況を
勘案することについて記載。(P48､94)

○地域密着型サービスについて、地域住民や医療機関等への周知及び整
備の推進、隣接市町村間の連携によるサービス活用推進の必要性につ
いて記載。（P48）

２ 各年度における介護給付等対象サービスの
種類ごとの量の見込み及び2040年度を含む中
長期的な推計

２ 各年度における介護給付等対象サービスの
種類ごとの量の見込み及び2040年度を含む中
長期的な推計

（見直し後の構成に基づき整理） （脚注）◎：都道府県計画・市町村計画共通、○：市町村計画、●：都道府県計画
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基本指針の記載事項について（第二 市町村計画、第三 都道府県計画③）

見直しの方針案項目②（第三 都道府県計画）項目①（第二 市町村計画）

○2040年度を含む中長期的な推計を行うこと、各年度や中長期的な推計
にあたっては、高齢者向け住まいの整備状況や医療との連携の状況を
勘案することについて記載。(P51)

○総合事業に係る継続利用要介護者の利用可能なサービスについて記載。
(P51)

○通いの場の参加率の目標値を2040年までに更新。(P52)。
○介護予防と地域の支え合いを一体的に実施する拠点の整備・運営の重

要性について記載。(P52)
○介護予防ケアマネジメントについて居宅介護支援事業所による直接実

施が可能となることについて記載。(P53)

３ 各年度における地域支援事業の量の見込み
及び2040年度を含む中長期的な推計

◎2040年を見据えた中長期的なサービス提供体制の確保に関して取り組
むべき事項（中山間・人口減少地域対応、医療・介護連携、高齢者向
け住まい、人材確保・生産性向上・経営改善支援等）について記載。
(P53､96)

３ 2040年を見据えた中長期的なサービス提供
体制の確保に関して取り組むべき事項

４ 2040年を見据えた中長期的なサービス提供
体制の確保に関して取り組むべき事項

●都道府県が伴走的な支援や生活支援体制整備に係るプラットフォーム
の構築といった多様な主体とのつながりづくり等の更なる支援を行う
ことの重要性等について記載。(P99)

○頼れる身寄りのない高齢者等への支援について、地域包括支援セン
ター等の業務負担軽減等に留意しつつ、地域全体の課題として連携・
議論を行い、連携先の整理や社会資源の検討を行いながら、改めて市
町村における相談支援体制の整備を行うことが重要である旨記載。
（P55）

○総合事業に係る継続利用要介護者の利用可能なサービスについて記載。
(P56)

４ 市町村が行う被保険者の地域における自立
した日常生活の支援、要介護状態等となるこ
との予防又は要介護状態等の軽減若しくは悪
化の防止及び介護給付の適正化への取組への
支援に関する取組及び目標設定

５ 被保険者の地域における自立した日常生活
の支援、要介護状態等となることの予防又は
要介護状態等の軽減若しくは悪化の防止及び
介護給付の適正化への取組及び目標設定

●介護人材確保、生産性向上等による職場環境改善、経営改善支援等に
ついて、プラットフォームの構築・活用や目標設定など、具体的な記
載事項や取組（人材推計の実施、多様な人材の確保・育成、離職防
止・定着促進・生産性向上、経営改善支援、介護職の魅力向上、ハラ
スメントへの対応、外国人材の受入環境整備等）について記載。
(P101)

●生産性向上、経営改善支援等については、協議会の活用や目標設定な
ど、具体的な記載事項や取組（介護事業者からの相談対応や伴走支援、
経営の協働化による経営基盤の強化等）について記載。(P102)

●訪問看護に関する総合的な支援について記載。(P106)
●「電子申請・届出システム」の利用推進による介護分野の文書負担軽

減の重要性について記載（P106）

５ 地域包括ケアシステムを支える人材の確保
及び介護現場の生産性の向上の推進、経営改
善支援等及び目標設定

（見直し後の構成に基づき整理） （脚注）◎：都道府県計画・市町村計画共通、○：市町村計画、●：都道府県計画
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基本指針の記載事項について（第二 市町村計画、第三 都道府県計画④）

見直しの方針案項目②（第三 都道府県計画）項目①（第二 市町村計画）

三 都道府県介護保険事業支援計画の任意記載事項三 市町村介護保険事業計画の任意記載事項

１ 地域包括ケアシステムの深化・推進のため
の支援に関する事項

１ 地域包括ケアシステムの深化・推進のため
重点的に取り組むことが必要な事項

◎既存会議体等を活用した高齢者施設と協力医療機関のマッチング支援
について記載。(P58､107)

（一）在宅医療・介護連携の推進（一）在宅医療・介護連携の推進

◎一体的実施の取組に関し、質の向上及び量の拡充を図るフェーズに移
行していることについて記載。(P59､107)

（二）高齢者の保健事業と介護予防の一体的実
施

（二）高齢者の保健事業と介護予防の一体的実
施

◎互助の推進について追記し、多様な主体の例示について記載。(P59､
107)

○多様な活動や事業を含めた地域の支え合い体制の状況把握の重要性に
ついて記載。(P60)

●都道府県が伴走的な支援や生活支援体制整備に係るプラットフォーム
の構築といった多様な主体とのつながりづくり等の更なる支援を行う
ことの重要性等について記載。(P108)

（三）生活支援・介護予防サービスの基盤整備
の推進

（三）生活支援・介護予防サービスの基盤整備
の推進

◎頼れる身寄りがいない高齢者等への支援について、市町村が主体と
なって関係者を含めて地域全体で対応を協議し、必要に応じて社会資
源の創出を図るなど、利用者への切れ目のない支援が提供される地域
づくりの推進、都道府県による支援について記載。(P60､108)

○地域包括支援センターが実施する包括的支援事業（総合相談支援事業、
包括的・継続的ｹｱﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ支援事業）において、頼れる身寄りがいな
い高齢者等への相談対応等を行うことを明確化すること、地域の関係
者との協働や多機関連携を更に推進していくことについて記載｡(P61)

（四）地域ケア会議の推進（四）地域ケア会議の推進

ー（五）介護予防の推進

◎改正住宅セーフティネット法を踏まえた住宅部局と福祉部局との連携
の重要性について記載。(P62､109)

（六）高齢者の居住安定に係る施策との連携（五）高齢者の居住安定に係る施策との連携

○特に中山間・人口減少地域において、真にやむを得ない場合における
高齢者事業の廃止・転用等について記載。(P62)

○新たな特例介護サービスについて関係者の意見を聞くことの重要性に
ついて記載。(P63)

２ 各年度における介護給付等対象サービスの
種類ごとの見込量の確保のための方策

○総合事業の実施状況の評価の際、各サービス・活動の質の向上のため
に、利用者の要介護度や利用者への効果に着目して分析・評価を行う
ことの重要性について記載。(P65)

３ 各年度における地域支援事業に要する費用
の額及びその見込量の確保のための方策

（見直し後の構成に基づき整理） （脚注）◎：都道府県計画・市町村計画共通、○：市町村計画、●：都道府県計画
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基本指針の記載事項について（第二 市町村計画、第三 都道府県計画⑤）

見直しの方針案項目②（第三 都道府県計画）項目①（第二 市町村計画）

●中山間・人口減少地域において、真にやむを得ない場合における高齢
者事業の廃止・転用等について記載。(P110)

２ 介護給付等対象サービスを提供するための
施設における生活環境の改善を図るための事
業に関する事項

○介護人材確保や生産性向上等による職場環境改善に加えて、経営改善
支援について記載。(P65)

○介護人材確保について、プラットフォームの構築・活用を中心に、具
体的な記載事項や取組（多様な人材の確保・育成、離職防止・定着促
進・生産性向上、経営改善支援、介護職の魅力向上、外国人材の受入
環境整備等）について記載。(P65)

○生産性向上、経営改善支援等に関し、協議会を活用した取組の推進な
ど、具体的な記載事項や取組について記載。(P67)

○「電子申請・届出システム」の利用推進による介護分野の文書負担軽
減の重要性について記載。(P70)

４ 地域包括ケアシステムを支える人材の確保
及び介護現場の生産性の向上の推進、経営改
善支援等

３ 介護給付等対象サービス及び地域支援事業
の円滑な提供を図るための事業に関する事項

５ 介護給付等対象サービス及び地域支援事業
の円滑な提供を図るための事業等に関する事
項

―（一）介護給付等対象サービス

○総合事業に係る継続利用要介護者が利用可能なサービスについて記載。
(P71)

（二）総合事業

○地域包括支援センターの体制整備に向けた取組として、居宅介護支援
事業所による介護予防ケアマネジメントの直接実施等について記載。
(P72)

○地域包括支援センターの事業評価指標も活用しながら機能強化を図る
重要性について記載。(P72)

○地域包括支援センターの業務継続に向けた計画等の策定・見直しにつ
いて記載。(P73)

（三）地域包括支援センターの設置、適切な運
営及び評価並びに体制の強化

○家族介護者支援の充実に向けて、家族介護支援事業をはじめとした各
種事業の効果的な活用や、実態・ニーズの適切な把握の重要性につい
て記載。(P74)

（四）介護に取り組む家族等への支援の充実

◎養護者に該当しない者による虐待防止にあたり、地域支援事業や包括
的相談支援・アウトリーチ等を通じた継続的支援の枠組みの活用につ
いて記載。(P74､114)

（五）高齢者虐待防止対策の推進

◎国が構築するシステムを活用した事故情報の傾向把握、都道府県によ
る市町村への相談対応・助言等の重要性について記載。(P74､114)

（六）介護現場の安全性の確保及びリスクマネ
ジメントの推進

（見直し後の構成に基づき整理） （脚注）◎：都道府県計画・市町村計画共通、○：市町村計画、●：都道府県計画
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基本指針の記載事項について（第二 市町村計画、第三 都道府県計画⑥）

見直しの方針案項目②（第三 都道府県計画）項目①（第二 市町村計画）

◎認知症基本法の成立及び認知症施策推進基本計画の策定に伴う記載内
容の見直し。(P75､114)

４ 認知症施策の推進６ 認知症施策の推進

◎改正老人福祉法施行後においては、登録制の対象となるホーム等につ
いて、入居定員総数を記載することの追記。（P77､117）

◎将来に必要な介護保険施設や特定施設入居者生活介護等の介護サービ
ス基盤の整備に当たり、特定施設の指定を受けていない有料老人ホー
ム等における要介護者等の状況を踏まえることについて記載。(P77､
117)

（注）次頁の八も確認すべき指標・状況として考えられる。

５ 特定施設入居者生活介護の指定を受けてい
ない有料老人ホーム及びサービス付き高齢者
向け住宅の入居定員総数及び要介護者等の入
居状況

７ 特定施設入居者生活介護の指定を受けてい
ない有料老人ホーム及びサービス付き高齢者
向け住宅の入居定員総数及び要介護者等の入
居状況

―６ 介護サービス情報の公表に関する事項８ 地域包括支援センター及び生活支援・介護
予防サービスの情報公表に関する事項

―７ 介護サービス事業者経営情報の調査及び分
析等

―９ 市町村独自事業に関する事項

◎災害発生時に様々な応急対策活動の拠点として機能することが見込ま
れる介護施設等について、平時から状況把握に努めるとともに、緊密
に連携することの重要性について記載。(P79､119)

◎介護施設等における防災・減災対策の一層の推進について記載｡(P79､
119)

◎市町村による支援・連携のもと地域包括支援センターとしての業務継
続に向けた計画等を策定し、平時からの業務整理、地域における関係
構築、訓練の実施等に活かすこと、都道府県による平時からの支援や
ネットワークづくりの重要性について記載。(P79､119)

８ 災害に対する備えの検討10 災害に対する備えの検討

◎市町村による支援・連携のもと地域包括支援センターとしての業務継
続に向けた計画等を策定し、平時からの業務整理、地域における関係
構築、訓練の実施等に活かすこと、都道府県による平時からの支援や
ネットワークづくりの重要性について記載。(P80､120)

９ 感染症に対する備えの検討11 感染症に対する備えの検討

（見直し後の構成に基づき整理） （脚注）◎：都道府県計画・市町村計画共通、○：市町村計画、●：都道府県計画
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介護保険事業（支援）計画の策定に当たって確認すべき指標・状況

（参考）把握方法
※指針には記載しない内容確認すべき指標・状況事項

各自治体で独自に把握特に訪問･通所困難地域がある場合は、当該地域へのアクセスや社会資源の状況等を
確認すること。

地域特性、交通機関の状況、地理的状況、生
活圏 等

一 地勢と交通

見える化システム
（新）人口メッシュ

中長期の需要の傾向を把握するため、過年度及び中長期の推移等を確認すること。年齢三区分人口､高齢化率､世帯数（単身高齢･
高齢夫婦のみ） 等

二 人口構造

見える化システム、人口動態統
計

認定率の推計や医療介護連携に資するため、死亡場所別の死亡数等について、過年
度の推移等を確認すること。

出生数、死亡数、健康寿命 等三 人口動態

見える化システムサービス見込量の推計等に資するため、要介護度別の要介護認定者数、年齢調整後
の要介護認定率等について、過年度の推移及び計画と実績の乖離等を確認すること。

要介護認定者数、要介護認定率 等四 認定者数の状況

見える化システム
（新）自市町村内の事業所によ

るサービス提供割合
介護ｻｰﾋﾞｽの提供状況の地域差
を示す指標（介護SCR）

介護サービスの利用状況や傾向等の把握に資するため、サービス別の受給率、１人
あたり費用額、介護サービスの提供状況の地域差を示す指標（介護SCR）等について、
過年度の推移や直近の状況等を確認すること。

受給者数､受給率､自市町村内の事業所による
サービス提供割合､１人あたり費用額・算定回
数、介護サービスの提供状況の地域差を示す
指標（介護SCR（standardized claim-data ratio、
性・年齢調整済みレセプト出現比））等

五 介護サービス等の利用状
況

見える化システム、在宅介護実
態調査

PDCAサイクルに沿った計画作成に資するため、サービス別の見込量について、家族
等の就労継続や負担軽減の必要性等も踏まえ、過年度の推移及び計画と実績の乖離
等を確認すること。

介護サービス見込量、地域支援事業見込量、
家族の就業の状況・意向 等

六 介護サービス見込量
（計推）

見える化システム
（新）入所率､職員数推移

サービス提供体制の現状や過不足を把握するため、１人あたり施設・事業所数や事
業所別の入所率等を確認すること。

介護保険施設･事業所数､利用者数､入所率、稼
働率、従事者数 等

七 介護保険施設・事業所の
状況

適正化システムの改修（新）
（新）高齢者向け住まいに入居
する被保険者の要介護度等、介
護サービス利用状況

サービス見込量の推計等に資するため、有料老人ホーム等の高齢者向け住まいの設
置状況及び入居者の状況（65歳以上高齢者数、認定者数、介護サービス受給者数
等）を確認すること。

有料老人ホーム等の施設数・戸数、入居者数、
定員、要介護者等である入居者の状況 等

八 高齢者向け住まいの状況

介護予防・日常生活支援総合事
業の実施状況に関する調査(多様
なｻｰﾋﾞｽ・活動、通いの場等) 、
地域包括支援ｾﾝﾀｰ運営状況調査

多様なサービス・活動の数や参加者数、通いの場の数や参加者数、地域包括支援セ
ンターにおける相談等の件数や居宅介護支援事業所との連携状況、インセンティブ
交付金における評価等について、過年度及び直近の状況を確認すること。

多様なサービス・活動の数・参加者数、通い
の場の数･参加者数､地域包括支援センターに
おける相談体制の状況、インセンティブ交付
金における評価等

九 地域支援事業（日常生活
支援・総合事業等）の状況

見える化システム
（新）レーダーチャート

医療介護連携の取組状況を把握するため、管内事業所の医療介護連携に関する各種
加算の算定実績について、過年度及び直近の状況等を確認すること。

医療介護連携に関する加算の算定状況 等十 医療介護連携の状況

各自治体で把握（疾患医療セン
ター、サポート医等の地域の医
療資源、及び認知症カフェ等の
社会参加の機会や場）

地域における認知症の人の数や推計値を算出し、その上で認知症疾患医療センター
は始めとする地域の医療資源の機能や利用者等を確認すること。また、認知症カ
フェや本人ﾐｰﾃｨﾝｸﾞ、ピアサポート活動、就労といった社会参加の機会、場について、
地域においてどのようなものがあるか、どれくらい活用されているかを確認する。

自治体内の認知症の人の数や推計値、認知症
疾患医療センター、認知症サポート医等の機
能や利用者数、ピアサポート活動や就労等の
社会参加の機会、場の数・利用者数 等

十一 認知症の人の数及び関
連施策の状況

（下線は、見える化システムの改修等により、令和８年度以降、自治体において新たに把握が可能となる指標）

○ 第10期計画においても、サービス見込量の算定や2040年に向けた中長期的な推計の実施、保険料の算定が必要となる（第９期と同様）。
○ 現行の基本指針では、計画の策定に当たって確認すべき指標は掲げていないが、都道府県、市町村及び地域の関係者が共通の課題認識を持つこと

に資するよう、基本指針に新たな別表を設け、確認すべき指標・状況を一覧として示すこととしてはどうか。
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※第134回社会保障審議会介護保険部会（前回）資料からの変更箇所は青字
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